
「地下水学会水循環基本法ワーキンググループ」活動報告 

地下水学会水循環基本法ワーキンググループ 

代表 谷口真人 

幹事 中島 誠 

幹事 蛯原雅之 

 

水循環基本法の施行に伴う地下水学会としての対応体制を整えるために、水循環基本法ワーキ

ンググループを学会内に設置し、水制度改革議員連盟・水循環基本法フォローアップ委員会・同

水循環政策分科会、および地下水保全法起草委員会への対応を行った。 

 

活動経緯 

2014 年 12 月 6 日（土）第 1回地下水学会水循環基本法ワーキング開催 

・｢地下水保全法案の策定についてのご協力のお願い（水制度改革議員連盟・水循環基本法

フォローアップ委員会）｣ への対応方針について協議した。 

2014 年 12 月 8 日（月）水循環基本法フォローアップ委員会・第二回水循環政策分科会 

・嶋田会長と谷口ワーキンググループ代表が出席し、地下水学会の意見を表明した。 

2014 年 12 月 23 日（火）第 2回地下水学会水循環基本法ワーキング開催 

・田中委員案をもとに議論し、地下水学会案を作成した。 

2015 年 1 月 7 日（水）～8日（木）地下水保全法（案）起草委員会 

・地下水保全法起草委員会において、第 2回地下水学会水循環基本法ワーキングで議論した

内容を地下水学会案（起草委員 谷口案）とし、他 2案との 3案をまとめる形で議論の上、

「地下水の保全、涵養及び利用に関する法律（「地下水保全法」）案が作成された。 

2015 年 1 月 22 日（木）水循環基本法フォローアップ委員会・第三回水循環政策分科会 

・起草委員会後に微修正を加えた 10 章・40 条からなる起草委員会案が了承された。 

2015 年 2 月 17 日（木）水循環基本法フォローアップ委員会、水制度改革議員連盟総会 

・水循環基本法フォローアップ委員会において、起草委員会案が了承された。また同日、水

制度改革議員連盟総会へ答申された。その後、水制度改革議員連盟にて継続審議。 

 

委員名簿（所属等は当時） 

  委員長 谷口真人（総合地球環境学研究所／地下水学会副会長） 

  委員  今村 聡（大成建設株式会社／地下水学会副会長） 

      笹田政克（ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会） 

      嶋田 純（熊本大学／地下水学会会長） 

      田中 正（筑波大学） 

      大東憲二（大同大学） 

      徳永朋祥（東京大学／地下水学会理事） 

      富田友幸（地域環境資源センター） 

      平山利晶（国際航業株式会社／地下水学会理事） 

      丸井敦尚（産業技術総合研究所／地下水学会理事） 

      宮﨑 淳（創価大学） 

      守田 優（芝浦工業大学） 

      柳憲一郎（明治大学） 

  幹事  中島 誠（国際環境ソリューションズ株式会社／地下水学会理事） 

      蛯原雅之（株式会社建設技術研究所／地下水学会理事） 

  



 

活 動 概 要 

 

【ワーキング設置経緯】 

我が国の水行政体制の理念法となる「水循環基本法」が、第１８６回通常国会に於いて議

員立法され、平成 26 年 3 月 27 日に成立、同 7月 1日に施行された。 

公益社団法人・日本地下水学会では、水循環基本法が地下水管理に与える影響を考えるセ

ミナー「なぜ、水循環基本法なのか」を平成 26 年 5 月 23 日に開催し、水循環基本法に関す

る政治、法律、技術、国際などの観点から水循環基本法制定後に期待・予想される変化等に

ついての議論を進め、地下水有識者などの意見を踏まえて、平成 26 年 7 月 1日に「水循環基

本法に基づく水循環基本計画・水関連諸法案制定への提言」を公表した。 

また、水制度改革議員連盟および同水循環基本法フォローアップ委員会（谷口副会長が委

員として参加）からの「地下水保全法案の策定についてのご協力のお願い」（平成 26 年 10

月 4 日付）を受け、水循環基本法フォローアップ委員会・第二回水循環政策分科会（2014 年

12 月 8 日）において、地下水学会としての意見を表明することとなった。 

一方、水循環基本法フォローアップ委員会・第二回水循環政策分科会において「地下水保

全法案」の内容が議論されるとの連絡を受けたことから、【地下水学会水循環基本法ワーキ

ンググループ】を学会内に設置し、2014 年 12 月 6 日（土）に第 1回地下水学会水循環基本

法ワーキングを開催するにいたった。 

 

【活動内容】 

①2014 年 12 月 6 日（土）第 1回地下水学会水循環基本法ワーキング 

｢地下水保全法案の策定についてのご協力のお願い（水制度改革議員連盟・水循環基本法フォ

ローアップ委員会）｣ への対応方針について協議した。 

「水循環基本計画」の策定が進められている一方で、個別法である「地下水保全法案」の議

論を進めること、および学会としてそこに加わることの是非について協議した。この結果、「地

下水保全法案」の策定が現実に進められる以上、公益団体である地下水学会としては、学術的

立場から意見することが妥当との判断にいたり、『地下水学会からの提言(平成 26 年 7 月 1日)

に基づく地下水保全法（仮）への意見』をとりまとめた。 

②2014 年 12 月 8 日（月）水循環基本法フォローアップ委員会・第二回水循環政策分科会 

嶋田会長が、地下水学会長としての意見『地下水保全法案に期待すること』として、①我が

国における地下水利用の現状と世界の動向、②地下水流動を把握する技術の現状とその社会へ

の実装、および③地下水の水質に関する持続的管理での課題、の観点から意見表明を行った。 

引き続き、谷口副会長（分科会委員）が、『地下水学会からの提言(平成 26 年 7 月 1日)に基

づく地下水保全法（仮）への意見』の説明を行い、水循環基本法で示された 5つの基本理念（①

水循環の重要性、②水の公共性、③健全な水循環の配慮、④流域の統合的管理、⑤水循環に関

する国際的強調）に沿って意見表明するとともに、学会として試案を用意する意向を伝えた。 

また、「地下水保全法案」の起草委員会（当ワーキンググループの谷口代表、宮﨑委員、守

田委員が参加）を、平成 27 年 1 月 7日から 2日間続けて開催することとなった。 



③2014 年 12 月 23 日（火）第 2回地下水学会水循環基本法ワーキング開催 

事前に田中委員により作成された素案をもとに議論を行い、『日本地下水学会「地下水の保

全、涵養及び利用に関する法律」（案）』『同 概要』を作成した。 

なお、意見の集約が困難であった幾つかの事項については、「主な検討課題」として添付す

ることとした。 

④2015 年 1 月 7日（水）～8日（木）地下水保全法（案）起草委員会 

地下水保全法案起草委員会において、第 2回地下水学会水循環基本法ワーキングで作成した

地下水学会案として提示し、他 2案との 3案をまとめる形で議論の上、「地下水の保全、涵養

及び利用に関する法律（「地下水保全法」）案が作成された。 

⑤2015 年 1 月 22 日（木）水循環基本法フォローアップ委員会・第三回水循環政策分科会 

起草委員会後に微修正を加えた 10 章・40 条からなる起草委員会案について、起草経過およ

び法案の各条について起草委員長より説明され、質疑応答の後、原案に合意し、第三回水循環

基本法フォローアップ委員会に諮ることとなった。 

⑥2015 年 2 月 17 日（木）第三回水循環基本法フォローアップ委員会、水制度改革議員連盟総会 

水循環政策分科会が決定した地下水保全法案が了承され、同日、水制度改革議員連盟総会へ

上申された。その後、水制度改革議員連盟にて継続審議。 

 

【地下水保全法案･地下水学会案の概要（2015 年 1 月 7日、起草委員会に提示）】 

 

 
関連資料の取り扱いについて 

 地下水学会水循環基本法ワーキンググループの活動内容については、地下水学会の会員に限り、学会事務局にて関連資料

を閲覧頂けます。お問合せは、会員番号･所属･氏名･電話番号･メールアドレス･閲覧目的を明記の上、学会事務局宛に電子メ

ール（ chikasui@nifty.com ）にてご連絡下さい。なお、資料の貸し出し、コピー、撮影はできませんのでご了承下さい。 

・地下水保全管理者は都道府県知事
・地下水域ごとに設置される広域連合の長に権限を委任することも可能

地下水保全管理者（第１３条）

○国・地方公共団体・事業者・国民・土地所有者等の責務（第４条～第８条）
○関係者相互の連携及び協力（第９条） ○施策の基本方針（第１０条）
○水の日の事業（第１１条）

地下水の保全、涵養及び利用に関する法律（案）の概要
（略称「地下水保全法」（案））

地下水の保全、涵養及び利用に関する施策を総合的かつ一体的に推進し、もって健全な水循環を
維持し、又は回復させ、我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与すること

目的（第１条）

１．地下水
→地表面より下に存在し、様々な時間的及び空間的スケールで循環している水

２．地下水循環
→地下水が、涵養－流動－流出という一連の循環系により、地表水体（河川水や湖沼水）あるい
は海域等に至る過程で、土壌水又は地下水として地下水域を中心に循環すること

３．地下水域
→地下水が、涵養－流動－流出という一連の循環系を形成する、地中の三次元空間構造を有す
る流動場

４．健全な地下水循環
→人の活動及び環境保全に果たす地下水の機能が適切に保たれた状態での地下水循環

定義（第２条）

基本的施策（第１２条）

・地下水保全管理機構等（機構）の設置
・地下水保全管理諮問委員会（委員会）の設置
・住民を含む関係者相互の有機的連携組織等（連携組織）の構築
・国及び地方工公共団体による財政上の措置

地下水保全管理体制（第１４条）

・国民共有の財産、 ・将来世代にわたる持続可能な地下水利用、 ・健全な地下水循環の維持・回復、
・利用に当たっての影響の回避・最小、 ・地下水域の一体的管理、 ・国際的協調

基本理念（第３条）

・地下水保全管理者による地域の地下水管理に必要な項目についての地下水の調査及び観測
・国による総合的かつ基本的な地下水の調査及び観測
・地域の地下水管理のための地下水のモニタリング体制の整備
・地下水の調査及び観測で得られた成果の公表
・地下水の調査及び観測を実施するための財政上の措置

・地域の「地下水の保全、涵養及び利用に関する基本的な計画（マスタープラン）」（基本計画）
・地方工公共団体による財政上の措置
・国による基本計画の実施に要する経費の一部補助

地下水の保全、涵養及び利用に関する基本計画（第１６条）

地下水の調査及び観測（第１５条）

・地下水採取の届出及び許可（経過措置、許可基準を含む）
・地下水採取料の報告
・地下水障害又は地下水汚染防止等措置
・地下水利用の合理化措置
・地下水の採取料

地下水の適正な利用（第１７条～第２３条）

・地下水の涵養の惻隠に関する指針（地下水涵養指針）
・地下水涵養の措置、水質基準
・雨水浸透促進特別区域の指定
・土地の改変をともなう土地所有者等の責務

地下水の涵養促進（第２４条～第２８条）

・水源地保全区域の指定
・地下水特別保全区域の指定

地下水保全区域の指定（第２９条～第３０条）

・防災用井戸等の設置及び登録制度の整備
・自然災害時等における地下水の供給

自然災害時等における地下水の供給（第３１条～第３２条）

地下水保全政策部会（第３６条～第３８条）

地下水保全審議会（第３５条）

○地中熱利用（第３３条） ○監督処分（第３４条）


